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名　称
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　山梨県自治会館食堂事業者募集プロポーザル実施要領に定められた下記の事項及び提出書類の内容について事実に相違ないことを誓約します。


記

(1)　地方自治法施行令(昭和22年政令第16号)第167条の4の規定に該当しない者であること。
(2)　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成3年法律第77号)第2条第2号及び同条第6号の規定による暴力団若しくは暴力団員若しくはこれに準ずる者が経営する企業又は実質的に経営を支配する企業でないこと。
(3)　会社更生法(平成14年法律第154号)に基づき更正手続開始の申立て、又は民事再生法（平成11年法律第225号)に基づき再生手続開始の申立てがなされている者(更生手続開始又は民事再生手続開始の決定を受けた者を除く。)でないこと。
(4)　公告の日以前６か月以内に手形又は小切手の不渡りを出していない者であること。
(5)　不渡りによる取引停止処分を受けた場合は、当該処分を受けた日から2年を経過している者であること。
(6)　国税、都道府県税及び市町村税を完納している者であること。
[bookmark: _GoBack](7)　食品衛生法(昭和22年法律第233)に基づく「営業許可（飲食店）」を受けている者であること。
(8)　過去3年間において、食品衛生法に基づく営業停止等の行政処分を受けていない者であること。
(9)　3年以上の社員食堂、レストラン又は給食施設の業務実績を持っていること。




